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イギリス倒産法におけるプレパッケージ型会社管理・再論
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プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
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め
ぐ
る
二
〇
二
〇
年
以
降
の
状
況

　

イ
ギ
リ
ス
倒
産
法
（Insolvency A

ct

）（
以
下
「
倒
産
法
」
と
い
う
）（

（
（

は
、
再
建
型
倒
産
処
理
手
続
の
一
つ
と
し
て
会
社
管
理

（A
dm

inistration

）
を
規
定
す
る
が
、
同
手
続
で
は
、
再
建
計
画
に
つ
き
多
数
の
債
権
者
の
同
意
を
得
て
も
、
同
意
の
な
い
債
権
者
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の
権
利
を
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
の
た
め
、
会
社
の
事
業
の
再
生
を
図
る
に
は
、
他
の
倒
産
処
理
手
続
で
あ
る
会
社
任
意

整
理
（CV

A
: Com

pany V
oluntary A

rrangem
ent

）
や
会
社
整
理
計
画
（Schem

e of A
rrangem

ent

）（
以
下
「
Ｓ
Ａ
」
と
い
う
）

を
併
用
し
て
債
権
者
の
権
利
を
変
更
す
る
か
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
（pre-packaged adm

inistration

）
の
手
法
に
よ
る

必
要
が
あ
る（

（
（

。

　

プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
は
、
会
社
管
理
手
続
が
開
始
さ
れ
、
債
務
者
会
社
の
事
業
運
営
や
財
産
管
理
処
分
を
行
う
機
関
で

あ
る
管
理
人
（adm

inistrator

）
が
選
任
さ
れ
る
前
に
、
債
務
者
と
譲
受
人
と
の
間
で
事
業
ま
た
は
財
産
の
全
部
な
い
し
一
部
の
譲

渡
が
合
意
さ
れ
て
お
り
、
管
理
人
選
任
と
同
時
ま
た
は
直
後
に
、
当
該
譲
渡
を
実
行
す
る
手
法
を
い
う
。
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社

管
理
の
利
点
と
し
て
、
迅
速
な
手
続
進
行
に
よ
り
、
手
続
開
始
後
の
事
業
価
値
の
低
下
を
最
小
限
に
と
ど
め
、
手
続
コ
ス
ト
を
低
減

可
能
で
あ
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
問
題
点
と
し
て
、
①
一
般
債
権
者
の
手
続
参
加
や
情
報
提
供
を
受
け
る
機
会
が
奪

わ
れ
る
こ
と
、
②
事
業
価
値
評
価
の
適
正
に
対
し
疑
念
が
あ
る
こ
と
、
③
担
保
権
者
の
利
益
に
偏
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
が
指
摘

さ
れ
て
お
り
、
特
に
譲
受
人
が
債
務
者
の
内
部
関
係
者
で
あ
る
事
案
に
お
い
て
、
問
題
点
が
よ
り
顕
在
化
す
る
。

　

プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
適
正
化
へ
の
取
組
み
と
し
て
、
倒
産
処
理
実
務
家
（insolvency practitioner

）
の
給
源
と
な

る
公
認
専
門
職
団
体
が
策
定
し
た
自
主
的
規
範
で
あ
る
、
Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
（Statem

ent of Insolvency Practice 1�6

）
に
よ
る
自
主
規
制

が
行
わ
れ
て
い
た
が
、
二
〇
一
五
年
三
月
に
施
行
さ
れ
た
小
規
模
事
業
・
企
業
お
よ
び
雇
用
法
（
以
下
「
Ｓ
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
」
と
い
う
）（

（
（

は
、

自
主
規
制
措
置
が
奏
功
し
な
か
っ
た
場
合
に
、
内
部
関
係
者
へ
の
事
業
譲
渡
に
対
し
立
法
に
よ
る
規
制
を
行
う
権
限
を
、
二
〇
二
〇

年
五
月
ま
で
の
時
限
的
措
置
と
し
て
付
与
し
て
い
た（

（
（

。

　

折
し
も
、
同
期
限
の
終
期
が
近
づ
い
て
い
た
二
〇
二
〇
年
春
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
世
界
的
規
模
の
流
行
（
パ
ン

デ
ミ
ッ
ク
）
が
起
こ
り
、
従
前
か
ら
準
備
さ
れ
て
い
た
企
業
倒
産
制
度
改
革
に
加
え
て
、
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
下
の
臨
時
措
置
を
盛
り
込

ん
だ
会
社
倒
産
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
法（

（
（

（
以
下
「
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
」
と
い
う
）
が
同
年
六
月
に
制
定
・
施
行
さ
れ
た（

（
（

。
イ
ギ
リ
ス
政
府
の
プ
レ
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ス
・
リ
リ
ー
ス
で
は
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
は
倒
産
分
野
に
お
い
て
過
去
二
〇
年
間
で
最
大
の
変
化
と
さ
れ
て
お
り（

（
（

、
特
に
同
法
が
創
設
し
た

新
た
な
再
建
型
手
続
で
あ
る
リ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
・
プ
ラ
ン
（
以
下
「
Ｒ
Ｐ
」
と
い
う
）（

（
（

は
、
会
社
管
理
に
お
い
て
債
権
者
の

権
利
を
変
更
す
る
手
段
と
し
て
併
用
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
注
目
に
値
す
る
。
ま
た
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
が
、
二
〇
二
〇
年
五
月
に
失
効

し
て
い
た
前
記
の
立
法
権
限
を
再
度
付
与
し
た
こ
と
に
よ
り（

（
（

、
内
部
関
係
者
へ
の
事
業
譲
渡
に
対
す
る
立
法
に
よ
る
規
制
は
、
二
〇

二
一
年
に
実
現
す
る
に
至
っ
た
。

2　

本
稿
の
目
的
お
よ
び
構
成

　

筆
者
は
、
イ
ギ
リ
ス（

（1
（

に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
発
展
経
過
や
自
主
規
制
措
置
に
つ
い
て
の
二
〇
一
九
年
以
前
の

状
況
を
紹
介
す
る
論
稿
を
二
〇
二
〇
年
に
上
梓
し
て
い
る（

（1
（

。
本
稿
は
、
同
年
以
降
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
を
め
ぐ
る
新
た

な
動
向
を
紹
介
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
以
下
で
は
、
Ｒ
Ｐ
の
導
入
に
つ
い
て
概
観
し
た
後
（
後
記
二
）、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型

会
社
管
理
の
自
主
規
制
措
置
の
実
効
性
に
つ
い
て
イ
ギ
リ
ス
倒
産
局
（Insolvency Service

）（
以
下
「
倒
産
局
」
と
い
う
）
が
公
表

し
た
報
告
書
の
内
容
（
後
記
三
）、
お
よ
び
二
〇
二
一
年
に
制
定
さ
れ
た
会
社
管
理
規
則
の
内
容
と
同
規
則
施
行
後
の
状
況
を
詳
論

し
（
後
記
四
）、
最
後
に
若
干
の
比
較
法
的
考
察
を
行
う
（
後
記
五
）
こ
と
と
す
る
。

二　

リ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
・
プ
ラ
ン
の
導
入

1　

立
法
の
経
緯

　

倒
産
局
は
、
二
〇
一
六
年
五
月
に
「
企
業
倒
産
の
枠
組
み
の
レ
ビ
ュ
ー
：
改
革
の
選
択
肢
に
つ
い
て
の
諮
問
」（

（1
（

を
公
表
し
、
イ
ギ

リ
ス
の
企
業
倒
産
制
度
の
改
革
の
必
要
性
や
方
向
性
に
つ
い
て
、
実
務
家
、
研
究
者
、
金
融
機
関
、
産
業
界
等
の
幅
広
い
関
係
者
に
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対
し
、
論
点
を
提
示
し
つ
つ
諮
問
し
た
。
諮
問
事
項
に
は
「
柔
軟
な
リ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
・
プ
ラ
ン
の
創
設
」
が
含
ま
れ
て
お

り
、
Ｒ
Ｐ
を
既
存
の
倒
産
手
続
の
延
長
と
す
る
か
、
そ
れ
と
も
別
個
の
新
た
な
手
続
と
す
る
か
、
お
よ
び
、
Ｒ
Ｐ
に
ア
メ
リ
カ
連
邦

倒
産
法
第
一
一
章
一
一
二
九
条
⒝
が
規
定
す
る
よ
う
な
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン（

（1
（

の
制
度
を
設
け
る
か
が
含
ま
れ
て
い
た（

（1
（

。

　

こ
の
諮
問
に
対
す
る
意
見
を
集
約
・
検
討
の
上
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
戦
略
省
（
当
時
）（

（1
（

は
、
二
〇
一
八
年
八
月
に

「
倒
産
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
：
政
府
の
対
応
」
を
公
表
し
た（

（1
（

。
こ
の
「
政
府
の
対
応
」
は
、
Ｒ
Ｐ
は
既
存
の
手
続
の
修
正

で
は
な
く
別
個
の
手
続
と
し
、
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
の
制
度
を
含
め
る
こ
と
を
提
案
し
た（

（1
（

。
そ
の
後
、
こ
の
提
案
に
沿
っ
た
立
法
的
検
討

が
進
め
ら
れ
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
に
よ
り
Ｒ
Ｐ
が
創
設
さ
れ
る
に
至
っ
た
。

　

Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
は
、
企
業
倒
産
制
度
改
革
の
恒
久
的
措
置
と
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
下
の
企
業
を
支

援
す
る
た
め
の
臨
時
措
置
を
設
け
た
が
、
Ｒ
Ｐ
は
前
者
に
属
す
る
。
Ｒ
Ｐ
に
関
す
る
規
定
は
、
イ
ギ
リ
ス
会
社
法
（Com

panies 

A
ct

）（
以
下
「
会
社
法
」
と
い
う
）（

（1
（

に
お
い
て
、
Ｓ
Ａ（

（1
（

を
規
定
す
る
第
二
六
章
の
直
後
で
あ
る
、
第
二
六
Ａ
章
に
置
か
れ
た
。

　

ち
な
み
に
、
Ｒ
Ｐ
以
外
の
恒
久
的
措
置
と
し
て
は
、
支
払
不
能
ま
た
は
そ
れ
に
陥
る
可
能
性
が
高
い
会
社
に
対
す
る
、
債
権
者
の

権
利
行
使
を
制
限
す
る
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
（
倒
産
法Part A

1

）、
お
よ
び
倒
産
解
除
条
項
の
効
力
制
限
規
定
（
同
法
二
三
三
Ｂ
条
）
が
あ

る
。

2　

手
続
の
概
要

⑴　

Ｓ
Ａ
と
共
通
す
る
点

　

Ｒ
Ｐ
は
Ｄ
Ｉ
Ｐ
型
手
続
で
あ
り（

（2
（

、
集
会
の
招
集
、
お
よ
び
集
会
の
決
議
で
承
認
さ
れ
た
再
建
計
画
で
あ
る
和
解
ま
た
は
整
理

（com
prom

ise or arrangem
ent

）
の
認
可
に
つ
い
て
は
裁
判
所
の
審
査
を
経
る
が
、
そ
れ
以
外
は
債
務
者
と
債
権
者
の
間
の
自
主

的
な
協
議
・
交
渉
に
委
ね
て
お
り
、
基
本
的
な
手
続
構
造
は
Ｓ
Ａ
と
共
通
で
あ
る
。
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倒
産
法
の
清
算
手
続
（w

inding-up

）
の
対
象
と
な
る
会
社（

（2
（

は
、
債
務
者
と
な
る
適
格
を
有
す
る
（
会
社
法
八
九
五
条
⑵
⒝
、
八
九

六
条
⑵
⒞
）。
手
続
の
申
立
権
者
は
、
①
債
務
者
、
②
債
権
者
ま
た
は
株
主（

（2
（

、
③
清
算
手
続
が
係
属
し
て
い
る
場
合
に
は
清
算
人

（liquidator
）、
④
会
社
管
理
手
続
が
係
属
し
て
い
る
場
合
に
は
管
理
人
で
あ
る
（
会
社
法
九
〇
一
Ｃ
条
⑴
⑵
）。

　

手
続
の
流
れ
は
、
①
申
立
権
者
が
裁
判
所
に
対
す
る
集
会
の
招
集
命
令
（convening order

）
の
申
立
て
を
し
、
②
裁
判
所
が
手

続
開
始
要
件
の
充
足
を
認
め
招
集
命
令
を
発
し
た
場
合
に
は
、
債
権
者
ま
た
は
株
主
に
対
す
る
招
集
命
令
を
、
計
画
案
の
説
明
文
書

と
と
も
に
送
付
し
（
会
社
法
九
〇
一
Ｄ
条
）、
③
計
画
案
を
集
会
に
お
け
る
投
票
に
付
し
、
法
定
の
多
数
に
よ
り
可
決
さ
れ
た
場
合
に

は
、
前
記
申
立
権
者
が
裁
判
所
に
認
可
命
令
（sanction order

）
の
申
立
て
を
し
（
会
社
法
九
〇
一
Ｆ
条
⑴
⑵
⑶
）、
④
裁
判
所
が
認

可
命
令
を
発
し
た
場
合
に
は
、
認
可
命
令
の
写
し
を
会
社
登
記
官
（Com

panies H
ouse

）
に
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
和
解
ま
た

は
整
理
に
よ
る
権
利
変
更
の
効
力
が
生
じ
る
（
同
条
⑸
⑹
）。

⑵　

Ｓ
Ａ
と
異
な
る
点

⒜　

手
続
開
始
要
件

　

Ｓ
Ａ
は
、
倒
産
や
事
業
再
生
の
絡
ま
な
い
組
織
再
編
に
も
用
い
ら
れ
る
手
続
で
あ
り
、
会
社
が
経
済
的
苦
境
に
あ
る
こ
と
を
手
続

開
始
要
件
と
し
て
い
な
い
。
こ
れ
に
対
し
Ｒ
Ｐ
で
は
、
下
記
の
条
件
Ａ
お
よ
び
条
件
Ｂ
を
充
足
す
る
必
要
が
あ
る
（
会
社
法
九
〇
一

Ａ
条
⑴
）。

条
件
Ａ
：
債
務
者
が
、
継
続
企
業
と
し
て
の
事
業
遂
行
能
力
に
影
響
を
与
え
、
も
し
く
は
与
え
る
可
能
性
の
あ
る
経
済
的
苦
境

（financial diffi
culties

）
に
直
面
し
、
ま
た
は
直
面
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
（
同
条
⑵
）。

条
件
Ｂ
：
債
権
者
も
し
く
は
そ
の
組
（class

）、
ま
た
は
株
主
も
し
く
は
そ
の
組
と
の
間
の
和
解
ま
た
は
整
理
が
提
案
さ
れ
（
同

条
⑶
⒜
）、
か
つ
、
そ
の
和
解
ま
た
は
整
理
の
目
的
が
経
済
的
苦
境
を
解
消
、
軽
減
、
防
止
し
た
り
、
ま
た
は
経
済
的
苦
境
に
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よ
る
影
響
を
軽
減
し
た
り
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
（
同
条
⑶
⒝
）。

　

判
例
は
、「
経
済
的
苦
境
」
は
幅
広
い
概
念
で
あ
り
、
柔
軟
な
解
釈
が
意
図
さ
れ
て
い
る
と
解
し
て
い
る（

（2
（

。
ま
た
、「
和
解
ま
た
は

整
理
の
目
的
」
に
つ
い
て
も
、
債
務
者
が
継
続
企
業
と
し
て
の
事
業
遂
行
が
も
は
や
不
可
能
で
、
債
権
者
は
わ
ず
か
な
配
当
し
か
受

け
ら
れ
な
い
状
況
で
あ
れ
ば
、
よ
り
多
く
の
配
当
を
提
供
す
る
よ
う
な
和
解
ま
た
は
整
理
は
、「
経
済
的
苦
境
に
よ
る
影
響
を
軽
減
」

す
る
も
の
と
解
し
て
い
る（

（2
（

。

⒝　

集
会
へ
の
参
加
を
必
要
と
し
な
い
債
権
者
ま
た
は
株
主
に
関
す
る
明
文
規
定

　

Ｓ
Ａ
に
お
い
て
は
、
集
会
を
開
催
す
る
か
否
か
、
お
よ
び
開
催
す
る
場
合
の
具
体
的
方
法
（
例
え
ば
招
集
の
対
象
者（

（2
（

、
組
分
け
、
議

決
権
の
額
の
確
定
方
法
、
議
長
の
選
任
等
）
に
つ
い
て（

（2
（

、
裁
判
所
が
裁
量
を
有
す
る
（
会
社
法
八
九
六
条
）。
Ｒ
Ｐ
に
お
い
て
も
裁
判
所

は
同
様
の
裁
量
を
有
す
る
が
（
同
法
九
〇
一
Ｃ
条
⑴
）、
権
利
に
影
響
を
受
け
る
債
権
者
ま
た
は
株
主
は
、
す
べ
て
集
会
の
招
集
対
象

と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
（
同
条
⑶
）、
お
よ
び
「
真
正
な
経
済
的
利
益
」（genuine econom

ic interest

）
を
有
し
な
い
債
権

者
や
株
主
を
招
集
対
象
外
と
し
得
る
こ
と
（
同
条
⑷
）
を
明
文
で
規
定
し
て
い
る
。

　
「
真
正
な
経
済
的
利
益
」
の
意
義
に
つ
い
て
、Re Sm

ile T
elecom

s H
oldings Ltd

判
決（

（2
（

（
高
等
法
院
商
事
財
産
裁
判
所
、
二
〇

二
二
年
）
は
、
①
計
画
が
認
可
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
の
代
替
案
を
参
照
し
て
判
断
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
、
②
証
明
度
は
民
事
一

般
の
基
準
で
あ
る
、
優
越
的
蓋
然
性
の
基
準
（balance of probabilities

）
を
適
用
す
べ
き
こ
と
、
③
裁
判
所
は
、
真
正
な
経
済
的

利
益
の
有
無
に
つ
き
証
明
不
十
分
に
よ
り
心
証
形
成
に
至
ら
な
い
と
す
る
こ
と
も
で
き
る
し
、
招
集
段
階
に
お
い
て
あ
る
組
の
構
成

員
の
誰
も
真
正
な
経
済
的
利
益
を
有
さ
な
い
こ
と
を
証
拠
に
よ
っ
て
認
定
し
、
そ
の
組
の
集
会
の
開
催
を
求
め
る
意
味
は
な
い
と
結

論
付
け
る
こ
と
も
で
き
る
と
判
示
し
た（

（2
（

。
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⒞　

計
画
の
可
決
要
件

　

Ｓ
Ａ
の
可
決
要
件
は
、
集
会
に
出
席
し
、
か
つ
議
決
権
を
行
使
し
た
債
権
者
ま
た
は
株
主
の
議
決
権
額
の
七
五
％
、
お
よ
び
頭
数

の
過
半
数
に
よ
る
承
認
で
あ
る
（
会
社
法
八
九
九
条
⑴
）。
し
か
し
、
Ｓ
Ａ
に
お
け
る
頭
数
要
件
に
つ
い
て
は
、
債
権
の
分
割
譲
渡
に

よ
り
頭
数
を
恣
意
的
に
増
や
せ
る
こ
と
や
、
間
接
保
有
証
券
（interm

ediated securities

）
と
し
て
株
式
を
有
す
る
者
が
頭
数
に
カ

ウ
ン
ト
さ
れ
な
い
こ
と
が
短
所
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
少
数
債
権
者
や
少
数
株
主
に
過
大
な
拒
否
権
を
与
え
る
も
の
と
し
て
立

法
論
的
批
判（

（2
（

が
存
在
す
る
と
こ
ろ（

（3
（

、
Ｒ
Ｐ
に
お
い
て
は
頭
数
要
件
が
存
在
せ
ず
、
議
決
権
額
の
七
五
％
以
上
の
み
に
緩
和
さ
れ
た

（
会
社
法
九
〇
一
Ｇ
条
⑴
）。

⒟　

ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン

　

Ｒ
Ｐ
に
お
い
て
は
、
計
画
案
を
否
決
し
た
組
が
存
在
し
て
も
、
以
下
の
条
件
Ａ
お
よ
び
条
件
Ｂ
を
充
足
す
る
場
合
に
は
、
裁
判
所

は
計
画
を
認
可
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
⑵
な
い
し
⑸
）。

条
件
Ａ
：
計
画
案
を
否
決
し
た
組
に
属
す
る
い
ず
れ
の
債
権
者
ま
た
は
株
主
も
、
計
画
案
が
認
可
さ
れ
た
場
合
に
、
関
連
す
る
代

替
的
手
段
（relevant alternative

）
よ
り
も
不
利
に
な
ら
な
い
と
裁
判
所
が
認
定
す
る
こ
と
。

条
件
Ｂ
：
関
連
す
る
代
替
的
手
段
の
場
合
で
あ
れ
ば
弁
済
を
受
け
る
か
、
ま
た
は
債
務
者
に
対
し
て
真
正
な
経
済
的
利
益
を
有
す

る
こ
と
に
な
る
一
つ
の
組
が
計
画
案
を
可
決
し
た
こ
と
。

　

条
件
Ａ
は
、「
不
利
に
な
ら
な
い
基
準
」（no w

orse off test

）
と
呼
称
さ
れ
て
お
り
、「
関
連
す
る
代
替
的
手
段
」
は
、
計
画
案

が
裁
判
所
に
認
可
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
、
債
務
者
に
生
じ
る
可
能
性
が
最
も
高
い
と
裁
判
所
が
考
え
る
帰
結
」
を
意
味
す
る
（
会

社
法
九
〇
一
Ｇ
条
⑷
）。「
関
連
す
る
代
替
的
手
段
」
は
個
別
事
案
に
お
け
る
判
断
と
な
る
こ
と
か
ら
、
必
ず
し
も
即
時
の
全
部
清
算

に
は
限
ら
れ
ず
、
会
社
管
理（

（3
（

、
一
部
事
業
の
清
算（

（3
（

、
一
定
期
間
の
事
業
継
続
後
の
清
算
な
ど（

（3
（

を
代
替
的
手
段
と
し
た
事
例
が
あ
る
。
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裁
判
所
は
、
条
件
Ａ
お
よ
び
条
件
Ｂ
を
認
定
し
て
も
、
計
画
の
認
可
を
拒
否
で
き
る
裁
量
を
有
し
て
お
り
、
計
画
の
認
可
が
「
公

正
か
つ
衡
平
」
に
反
す
る
場
合
に
は
認
可
を
拒
否
す
べ
き
と
さ
れ
る（

（3
（

。
判
例
は
、
具
体
的
考
慮
要
素
と
し
て
、
同
意
す
る
組
に
お
け

る
支
持
の
性
質
と
レ
ベ
ル
、
計
画
に
対
す
る
全
体
的
な
支
持
の
レ
ベ
ル
、
給
付
の
公
正
な
分
配（

（3
（

、
認
可
に
反
対
し
そ
の
理
由
を
説
明

す
る
債
権
者
の
有
無
、
計
画
の
実
効
性
を
妨
げ
る
瑕
疵
の
有
無
、
の
諸
点
を
例
示
す
る（

（3
（

。

3　

利
用
状
況

　

倒
産
局
の
二
〇
二
四
年
三
月
統
計（

（3
（

に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
〇
年
六
月
に
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
が
施
行
さ
れ
て
か
ら
二
〇
二
四
年
三
月
ま
で
の
間

に
、
Ｒ
Ｐ
の
認
可
決
定
の
登
記
が
さ
れ
た
件
数
は
二
二
件
で
あ
る
。
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
の
適
用
に
よ
り
計
画
が
認
可
さ
れ
た
初
の
事
例

は
、Re D

eep O
cean

事
件
判
決
（
高
等
法
院
商
事
財
産
裁
判
所
、
二
〇
二
一
年
）（

（3
（

で
あ
り
、
担
保
権
者
の
組
の
み
が
法
定
多
数
の
承

認
を
得
て
い
た
が
、
他
の
組
に
対
す
る
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
を
認
め
た
。
そ
の
後
の
判
例
で
は
各
事
案
に
即
し
て
、
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
を
認

め
た
例（

（3
（

、
法
定
要
件
の
不
充
足
に
よ
り
認
め
な
か
っ
た
事
例（

（4
（

、
法
定
要
件
の
充
足
は
認
定
し
た
が
裁
量
で
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
を
認
め
な

か
っ
た
例（

（4
（

が
あ
る
。

4　

施
行
後
レ
ビ
ュ
ー

⑴　

調
査
事
項
お
よ
び
調
査
手
法

　

政
府
は
二
〇
二
一
年
九
月
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
に
よ
る
恒
久
的
措
置
の
利
用
状
況
の
調
査
を
、
公
開
入
札
を
経
て
選
定
し
た
ウ
ォ
ル
バ
ー

ハ
ン
プ
ト
ン
大
学
に
委
託
し
た（

（4
（

。
同
大
学
に
よ
る
調
査
は
定
性
的
調
査
と
し
て
倒
産
処
理
実
務
家
、
法
律
専
門
家
や
業
界
団
体
に
対

す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
定
量
的
調
査
と
し
て
倒
産
処
理
実
務
家
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
、
お
よ
び
事
例
研
究
の
手
法
に
よ
り
行

わ
れ
、
二
〇
二
三
年
六
月
に
報
告
書
（
以
下
「
施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
」
と
い
う
）
が
公
表
さ
れ
た（

（4
（

。
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⑵　

利
用
状
況
の
評
価

　

施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
は
、
Ｒ
Ｐ
の
立
法
目
的
を
、
①
計
画
案
が
十
分
に
支
持
さ
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
担
保
権
者
が

会
社
の
救
済
を
阻
止
で
き
る
状
況
に
対
処
す
る
こ
と
、
②
計
画
案
が
公
正
か
つ
衡
平
な
場
合
に
裁
判
所
が
認
可
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
、
③
存
続
可
能
な
事
業
を
有
す
る
が
債
務
弁
済
に
苦
し
む
企
業
が
、
事
業
の
停
止
を
限
定
的
に
と
ど
め
再
建
す
る
こ
と
を
可
能

に
す
る
こ
と
、
④
Ｓ
Ａ
に
お
い
て
、
す
べ
て
の
組
か
ら
同
意
が
得
ら
れ
な
い
場
合
の
代
替
手
段
を
提
供
す
る
こ
と
と
措
定
し
、
①
③

④
に
つ
い
て
は
、
目
的
は
達
成
さ
れ
て
い
る
と
認
定
し
た（

（4
（

。
②
に
つ
い
て
は
、
倒
産
処
理
実
務
家
の
多
数
は
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
を
肯
定

的
に
評
価
し
て
お
り
、
目
的
は
部
分
的
に
達
成
さ
れ
て
い
る
が
、
関
連
す
る
代
替
的
手
段
と
の
比
較
の
要
件
の
認
定
や
、
反
対
債
権

者
が
適
切
な
時
期
に
適
切
な
情
報
を
得
て
Ｒ
Ｐ
の
認
可
を
争
う
コ
ス
ト
の
点
で
、
反
対
債
権
者
の
利
益
が
十
分
に
保
護
さ
れ
て
い
る

か
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
と
し
た（

（4
（

。

⑶　

改
善
提
案

　

Ｒ
Ｐ
の
申
立
人
が
負
担
す
る
主
な
手
続
費
用
は
、
集
会
招
集
命
令
お
よ
び
計
画
認
可
命
令
の
申
立
て
並
び
に
審
理
に
要
す
る
弁
護

士
費
用
等
や
、
債
務
者
の
事
業
価
値
評
価
で
あ
り
、
債
務
者
が
大
企
業
で
あ
る
場
合
は
二
〇
〇
万
ポ
ン
ド
か
ら
一
〇
〇
〇
万
ポ
ン
ド
、

中
堅
企
業
で
は
一
〇
〇
万
ポ
ン
ド
か
ら
二
〇
〇
万
ポ
ン
ド
に
上
る
。
調
査
対
象
者
の
六
割
の
者
は
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
過
大
な
負

担
と
回
答
し
た
。

　

ま
た
、
Ｒ
Ｐ
に
対
す
る
異
議
申
立
費
用
も
、
あ
る
大
規
模
事
件
で
は
約
一
〇
〇
万
ポ
ン
ド
、
中
規
模
企
業
の
事
件
で
は
約
一
六
万

五
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
を
要
し
た
事
例
が
あ
り
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
お
い
て
も
コ
ス
ト
が
異
議
申
立
て
を
躊
躇
さ
せ
る
要
因
に
な
り
得

る
旨
の
回
答
が
多
数
を
占
め
た
。

　

施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
は
、
申
立
人
や
債
権
者
の
手
続
コ
ス
ト
の
問
題
も
政
策
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
で
あ
り
、
複
雑
な
資
本
構
造
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や
多
様
な
利
害
関
係
者
が
存
在
す
る
事
案
で
は
Ｒ
Ｐ
は
有
用
で
あ
る
が
、
負
担
軽
減
の
方
法
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
と
し（

（4
（

、
具
体
的
な

運
用
論
お
よ
び
立
法
論
と
し
て
、
①
債
務
者
が
中
小
企
業
の
事
案
で
、
招
集
期
日
に
つ
い
て
法
廷
外
の
書
面
審
理
を
許
容
す
る
こ
と（

（4
（

、

②
債
務
者
が
中
小
企
業
の
事
案
で
、
手
続
の
申
立
等
に
利
用
で
き
る
標
準
書
式
の
提
供（

（4
（

、
③
関
連
す
る
複
数
の
債
務
者
会
社
に
つ
き

同
一
の
Ｒ
Ｐ
手
続
で
扱
う
こ
と（

（4
（

を
試
案
と
し
て
提
示
し
て
い
る
。

5　

小　

括

　

Ｒ
Ｐ
は
、
債
務
者
会
社
の
経
済
的
苦
境
ま
た
は
そ
の
可
能
性
を
、
再
建
計
画
で
あ
る
和
解
ま
た
は
整
理
に
よ
っ
て
解
消
な
い
し
軽

減
し
得
る
こ
と
を
手
続
開
始
要
件
と
し
て
お
り
、
Ｓ
Ａ
の
手
続
構
造
を
継
承
し
つ
つ
、
会
社
が
倒
産
状
態
に
陥
る
前
か
ら
倒
産
状
態

に
陥
る
ま
で
連
続
的
に
対
処
可
能
と
し
た
倒
産
処
理
手
続
と
い
え
る（

（5
（

。
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
施
行
後
約
三
年
八
月
間
に
Ｒ
Ｐ
は
二
二
件
認
可
さ

れ
て
お
り
、
同
時
期
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
件
数
よ
り
大
幅
に
少
な
い
と
は
い
え
、
同
期
間
の
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
の
申
立

件
数
（
四
九
件
）（

（5
（

と
も
対
比
す
る
と
、
相
応
に
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
看
取
で
き
る
。
施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
は
、
Ｒ
Ｐ
の
立

法
目
的
で
あ
る
四
点
の
う
ち
三
点
の
達
成
を
認
定
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
Ｒ
Ｐ
を
利
用
し
た
事
業
再
生
は
定
着
し
つ
つ
あ
る
と
い

え
る
。

　

他
方
、
施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
は
改
善
を
検
討
す
べ
き
点
も
指
摘
す
る
。
Ｒ
Ｐ
に
お
け
る
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
は
Ｓ
Ａ
に
は
な
い
魅

力
の
一
つ
で
あ
る
が
、
少
数
債
権
者
を
不
当
に
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
慎
重
さ
も
求
め
ら
れ
る
。
裁
判
所
が
認
可
す
る
に
際
し
て

は
、
計
画
が
「
公
正
か
つ
衡
平
」
で
あ
る
こ
と
の
認
定
を
要
す
る
が
、
そ
の
指
標
な
い
し
考
慮
要
素
は
、
依
然
明
確
で
は
な
い（

（5
（

。
し

か
し
、
判
例
が
集
積
さ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
か
ら
、
徐
々
に
予
測
可
能
性
が
高
ま
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

　

ま
た
、
施
行
後
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
は
、
申
立
人
の
手
続
遂
行
や
、
計
画
案
に
反
対
す
る
者
の
異
議
申
立
費
用
が
高
額
で
あ
る
と
し

て
、
運
用
お
よ
び
立
法
上
の
改
善
を
提
案
し
て
い
る
。
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
が
自
主
再
建
よ
り
も
好
ま
れ
る
要
因
と
し
て
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は
、
同
じ
債
務
者
が
事
業
を
継
続
す
る
こ
と
に
よ
る
内
在
的
リ
ス
ク
を
避
け
る
こ
と
に
加
え
、
長
期
に
渡
る
会
社
管
理
手
続
に
よ
る

高
額
な
手
続
遂
行
コ
ス
ト
を
避
け
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る（

（5
（

。
こ
の
点
に
照
ら
せ
ば
、
手
続
遂
行
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
た
改
善
は
、

特
に
中
小
企
業
が
債
務
者
で
あ
る
事
案
に
つ
い
て
、
会
社
管
理
と
Ｒ
Ｐ
の
併
用
が
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
に
代
わ
り
選
ば

れ
る
こ
と
に
繫
が
る
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
進
展
が
注
目
さ
れ
る
。

三　

自
主
規
制
措
置
の
実
効
性
に
関
す
る
報
告
書

1　

調
査
の
経
緯

⑴　

グ
ラ
ハ
ム
・
レ
ビ
ュ
ー
後
の
自
主
規
制
措
置

　

ビ
ジ
ネ
ス
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
技
能
大
臣
は
、
二
〇
一
三
年
に
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
に
つ
い
て
の
第
三
者
評
価
の

実
施
をT

eressa Graham

に
委
嘱
し
た
。
二
〇
一
四
年
に
公
表
さ
れ
た
報
告
書
は
、
自
主
規
制
措
置
と
し
て
、
①
内
部
関
係
者
へ

の
事
業
譲
渡
に
つ
き
、
中
立
的
立
場
か
ら
評
価
を
行
う
独
立
の
法
人
で
あ
る
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
（Pre Pack Pool Ltd

）
に
よ

る
事
前
評
価
、
②
譲
受
人
の
存
続
可
能
性
に
対
す
る
自
己
評
価
、
③
Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
の
修
正
を
提
言
し
、
こ
れ
ら
が
奏
功
し
な
か
っ
た
場

合
に
立
法
措
置
が
採
ら
れ
る
べ
き
と
し
た（

（5
（

。

　

政
府
は
二
〇
一
五
年
一
一
月
に
、
グ
ラ
ハ
ム
・
レ
ビ
ュ
ー
が
提
言
し
た
自
主
規
制
措
置
を
導
入
す
る
一
方
で
、
前
記
一
1
で
述
べ

た
と
お
り
、
Ｓ
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
に
よ
り
、
内
部
関
係
者
へ
の
事
業
譲
渡
や
財
産
売
却
に
対
す
る
規
制
を
行
う
立
法
権
限
を
議
会
に
付
与
し

て
い
た
。
こ
の
立
法
権
限
を
行
使
す
る
か
否
か
を
決
す
る
た
め
、
政
府
は
二
〇
一
七
年
末
に
、
自
主
規
制
措
置
の
実
効
性
に
関
す
る

調
査
を
行
っ
た
。
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⑵　

調
査
対
象
事
項
お
よ
び
調
査
手
法

　

調
査
対
象
事
項
は
以
下
の
五
点
で
あ
る
。
①
内
部
関
係
者
へ
の
売
却
は
依
然
と
し
て
懸
念
事
項
か
、
②
自
主
規
制
は
透
明
性
お
よ

び
信
頼
性
の
欠
如
を
改
善
し
た
か
、
③
自
主
規
制
は
行
動
に
影
響
を
与
え
た
か
、
④
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
（pre-pack sale

）

に
さ
ら
な
る
規
制
が
必
要
か
、
⑤
立
法
権
限
の
行
使
は
懸
念
事
項
に
対
処
す
る
正
し
い
方
法
か
。

　

調
査
手
法
は
、
定
量
的
研
究
と
し
て
、
二
〇
一
六
年
に
行
わ
れ
た
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
三
四
五
件
の
中
か
ら
、
内
部
関

係
者
が
譲
受
人
と
な
っ
た
一
六
三
件
を
抽
出
し
、
①
旧
会
社
の
規
模
、
設
立
か
ら
倒
産
ま
で
の
経
過
年
数
お
よ
び
倒
産
の
理
由
、
並

び
に
新
会
社
の
設
立
日
、
事
業
継
続
の
有
無
な
ど
、
取
引
に
関
与
す
る
会
社
に
関
す
る
基
本
情
報
、
②
一
般
債
権
者
お
よ
び
担
保
権

者
の
債
権
総
額
、
会
社
管
理
手
続
が
終
結
に
至
っ
た
か
、
債
権
者
に
配
当
が
さ
れ
た
か
、
③
支
払
わ
れ
た
対
価
、
取
得
し
た
価
値
評

価
、
繰
延
対
価
の
有
無
、
取
引
日
な
ど
、
売
却
の
詳
細
、
④
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
へ
の
評
価
申
出
の
詳
細
、
存
続
可
能
性
評
価
の

有
無
、
販
促
活
動
の
六
原
則
な
ど
の
自
主
規
制
が
遵
守
さ
れ
た
か
否
か
の
デ
ー
タ
を
収
集
し
た
。

　

ま
た
、
定
性
的
研
究
と
し
て
、
金
融
事
業
者
、
産
業
界
、
専
門
職
団
体
、
行
政
庁
か
ら
の
情
報
お
よ
び
意
見
の
収
集
に
加
え
、
約

一
五
〇
〇
名
の
倒
産
処
理
実
務
家
を
対
象
に
、
自
主
規
制
の
実
効
性
に
つ
い
て
意
見
を
求
め
、
二
二
八
名
か
ら
回
答
を
得
た
。
さ
ら

に
、
内
部
関
係
者
へ
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
に
関
与
し
た
取
締
役
一
一
二
名
に
も
調
査
票
を
送
付
し
た
が
、
回
答
を
得
ら
れ
た

の
は
わ
ず
か
一
三
件
で
あ
っ
た
。

2　

調
査
結
果

　

二
〇
二
〇
年
一
〇
月
に
倒
産
局
が
公
表
し
た
、「
会
社
管
理
に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
に
つ
い
て
の
報
告
書
」（

（5
（

は
、
調

査
結
果
を
以
下
の
よ
う
に
述
べ
る（

（5
（

。
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⑴　

内
部
関
係
者
へ
の
売
却
は
依
然
と
し
て
懸
念
事
項
か

　

二
〇
一
六
年
か
ら
二
〇
一
九
年
に
か
け
て
、
社
会
的
に
注
目
さ
れ
た
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
事
案
が
あ
り
、
メ
デ
ィ
ア
や
議

会
の
関
心
が
再
び
高
ま
っ
た
。
よ
り
最
近
で
は
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
の
立
法
過
程
の
議
論
の
中
で
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
潜
在
的
な

影
響
に
つ
い
て
懸
念
が
提
起
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
債
権
者
を
害
す
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
が
容
易
で
あ
り
、
そ
の
件
数
増
加
が
、

Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
新
た
な
救
済
措
置
の
有
効
性
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
。

　

調
査
対
象
案
件
の
七
二
％
に
お
い
て
雇
用
の
維
持
が
行
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ
は
約
七
五
〇
〇
人
の
雇
用
が
守
ら
れ
た
こ
と
に
相
当

す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
内
部
関
係
者
へ
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
中
に
は
、
そ
の
影
響
を
受
け
る
人
々
に
と
っ
て
依
然
懸
念

の
種
と
な
る
も
の
が
あ
り
、
ま
た
必
ず
し
も
債
権
者
の
最
善
の
利
益
に
適
う
と
は
限
ら
な
い
と
い
う
認
識
が
依
然
と
し
て
存
在
す
る
。

ま
た
、
調
査
対
象
案
件
の
三
分
の
一
以
上
が
、
市
場
評
価
よ
り
も
低
い
価
格
で
売
却
さ
れ
た
こ
と
を
示
す
証
拠
が
あ
る
。

⑵　

自
主
規
制
措
置
は
透
明
性
お
よ
び
信
頼
の
欠
如
を
改
善
し
た
か

⒜　

販
促
活
動

　

Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
は
、
グ
ラ
ハ
ム
・
レ
ビ
ュ
ー
が
推
奨
す
る
自
主
規
制
措
置
を
遵
守
す
る
た
め
の
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
に
お

け
る
管
理
人
の
行
為
規
範
を
定
め
る
。
す
な
わ
ち
、
債
務
者
会
社
が
事
業
譲
渡
を
行
う
場
合
に
適
切
な
販
促
活
動
を
行
う
こ
と
を
原

則
と
し
、
こ
れ
に
乖
離
す
る
場
合
、
可
能
な
最
善
の
方
法
で
あ
る
こ
と
を
説
明
す
べ
き
と
し
た（

（5
（

。
そ
の
結
果
、
販
促
活
動
が
行
わ
れ

る
事
案
は
増
加
し
た
が
、
販
促
活
動
が
行
わ
れ
て
い
な
い
事
案
で
は
、
最
善
の
方
法
で
あ
る
こ
と
の
説
明
が
具
体
性
を
欠
く
こ
と
も

あ
り
、
透
明
性
を
高
め
る
余
地
は
依
然
と
し
て
存
在
す
る
。
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⒝　

プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル

　

プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
に
対
す
る
評
価
申
出
は
義
務
で
は
な
く
、
申
出
割
合
は
低
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
た
め（

（5
（

、
同
法
人
を
設

立
し
た
目
的
が
達
成
さ
れ
た
か
否
か
を
結
論
付
け
る
の
は
難
し
い
。

⒞　

事
業
価
値
評
価

　

Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
は
、
専
門
職
賠
償
責
任
保
険
に
加
入
し
て
い
る
評
価
人
に
よ
る
事
業
価
値
評
価
の
実
施
を
勧
奨
し
て
い
る
が（

（5
（

、
こ
れ
は

お
お
む
ね
遵
守
さ
れ
て
い
る
。

⒟　

存
続
可
能
性
説
明
書

　

Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
は
、
事
業
譲
受
人
と
な
る
内
部
関
係
者
に
対
し
、
譲
渡
実
行
後
少
な
く
と
も
一
二
月
間
存
続
で
き
る
こ
と
を
表
明
す
る
、

存
続
可
能
性
説
明
書
（viability statem

ent
）
の
提
出
を
求
め
る
べ
き
と
し
た
。
し
か
し
、
調
査
対
象
事
案
の
う
ち
、
同
説
明
書
が

提
出
さ
れ
た
の
は
二
八
％
の
み
で
あ
っ
た
。
調
査
対
象
事
案
の
七
二
％
で
、
代
金
の
（
一
部
を
含
む
）
後
払
い
が
あ
っ
た
こ
と
に
照

ら
せ
ば
、
譲
受
人
が
存
続
可
能
性
を
示
し
、
代
金
支
払
に
対
す
る
債
権
者
の
信
頼
を
得
る
こ
と
は
重
視
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

⒠　

Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
の
遵
守
状
況

　

Ｓ
Ｉ
Ｐ
16
の
遵
守
状
況
は
改
善
さ
れ
て
い
る
が
、
少
な
く
と
も
五
件
に
一
件
で
は
依
然
と
し
て
遵
守
さ
れ
て
い
な
い
。

⑶　

自
主
規
制
措
置
は
行
動
に
影
響
を
与
え
た
か

　

販
促
活
動
や
債
権
者
に
提
供
さ
れ
る
情
報
の
質
の
改
善
は
認
め
ら
れ
る
が
、
自
主
規
制
措
置
が
導
入
さ
れ
た
時
点
の
期
待
に
沿
っ
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て
十
分
に
行
動
を
変
化
さ
せ
た
と
い
う
確
実
な
証
拠
は
見
出
せ
な
か
っ
た
。
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
へ
の
評
価
申
出
の
少
な
さ
は
、

自
主
規
制
措
置
が
買
受
人
の
行
動
に
影
響
を
与
え
て
い
る
と
は
見
え
ず
、
債
権
者
が
取
引
に
関
し
抱
き
得
る
懸
念
を
考
慮
す
る
よ
う

に
買
受
人
に
促
し
て
い
る
と
は
い
え
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

⑷　

立
法
措
置
の
必
要
性

　

グ
ラ
ハ
ム
・
レ
ビ
ュ
ー
は
、
自
主
規
制
措
置
が
所
期
の
効
果
を
発
揮
で
き
な
い
場
合
に
は
、
立
法
措
置
の
検
討
を
提
唱
し
て
い
た
。

前
述
の
調
査
結
果
を
踏
ま
え
、
管
理
人
が
会
社
財
産
の
全
部
ま
た
は
重
要
な
一
部
を
内
部
関
係
者
に
売
却
す
る
場
合
に
、
買
受
人
が
、

一
定
の
要
件
を
充
足
し
た
中
立
的
第
三
者
に
よ
る
事
前
評
価
を
取
得
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
た
め
、
Ｓ
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
に
よ
り
倒
産
法

別
表
Ｂ
1
六
〇
条
Ａ
に
規
定
さ
れ
、
Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
に
よ
り
再
度
付
与
さ
れ
た
立
法
権
限
を
発
動
す
る
こ
と
は
正
当
で
あ
る
。

四　

二
〇
二
一
年
会
社
管
理
規
則
の
制
定

1　

適
格
性
報
告
書
の
取
得
義
務

　

前
記
報
告
書
が
立
法
措
置
を
推
奨
し
た
こ
と
に
基
づ
き
、
二
〇
二
一
年
会
社
管
理
（
内
部
関
係
者
へ
の
処
分
等
に
関
す
る
制
限
）
規

則
（
以
下
「
二
〇
二
一
年
会
社
管
理
規
則
」
と
い
う
）（

（6
（

が
、
同
年
三
月
二
九
日
に
制
定
さ
れ
、
同
年
四
月
三
〇
日
に
施
行
さ
れ
た
（
本

章
で
引
用
す
る
条
文
の
う
ち
、
法
令
名
の
記
載
が
な
い
も
の
は
、
二
〇
二
一
年
会
社
管
理
規
則
の
条
文
と
す
る
）。

　

管
理
人
が
、「
重
大
な
処
分
」（substantial disposal

）
を
す
る
に
は
、
債
権
者
の
承
諾
、
ま
た
は
適
格
性
報
告
書
（qualifying 

report

）
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
三
条
⑴
）。
従
前
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
実
態
に
照
ら
せ
ば
、
ほ
と
ん
ど
の
事
案

で
は
適
格
性
報
告
書
の
取
得
が
予
想
さ
れ
る
。
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⑴　

対
象
と
な
る
処
分

　
「
重
大
な
処
分
」
と
は
、
会
社
管
理
手
続
開
始
後
八
週
間
以
内
に
、
会
社
の
内
部
関
係
者
（connected person

）
に
対
し
、
会
社

の
事
業
ま
た
は
資
産
の
全
部
ま
た
は
重
要
な
一
部
と
管
理
人
が
認
め
る
も
の
を
、
売
却
ま
た
は
賃
貸
す
る
こ
と
で
あ
る
（
同
条
⑶
）。

倒
産
局
が
公
表
し
た
公
式
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
よ
れ
ば
、「
処
分
が
重
大
か
否
か
の
判
断
に
は
、
①
処
分
に
関
わ
る
事
業
、
資
産
、
ま
た

は
そ
の
両
方
の
価
値
を
検
討
す
る
こ
と
、
②
処
分
さ
れ
る
事
業
の
規
模
を
検
討
す
る
こ
と
、
③
屋
号
や
の
れ
ん
が
処
分
対
象
の
一
部

か
を
検
討
す
る
こ
と
が
含
ま
れ
る
が
、
こ
れ
ら
に
限
定
さ
れ
な
い（

（6
（

」。

　
「
内
部
関
係
者
」
と
は
、
取
締
役
、
影
の
取
締
役（

（6
（

、
そ
れ
ら
の
者
の
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
、
お
よ
び
会
社
の
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
で
あ
る

（
倒
産
法
二
四
九
条
）。「
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
」
に
は
、
配
偶
者
お
よ
び
親
族
（
倒
産
法
四
三
五
条
⑵
）、
な
ら
び
に
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
同
条
⑶
）
や
雇
用
関
係
に
あ
る
者
（
同
条
⑷
）
等
が
含
ま
れ
る（

（6
（

。

⑵　

適
格
性
報
告
書

　

二
〇
二
一
年
会
社
管
理
規
則
は
、
管
理
人
が
適
格
性
報
告
書
の
内
容
を
検
討
し
、
形
式
的
要
件
と
内
容
の
充
足
を
認
定
す
る
こ
と

を
義
務
付
け
て
い
る
が
（
五
条
）、
同
報
告
書
を
取
得
す
る
責
任
は
、
内
部
関
係
者
で
あ
る
譲
受
人
が
負
う（

（6
（

。

　

形
式
的
要
件
と
し
て
、
規
則
所
定
の
要
件
を
充
足
す
る
評
価
人
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
、
報
告
書
作
成
日
以
降
、
対
象
財
産
、
処
分

の
条
件
ま
た
は
関
連
状
況
に
重
大
な
変
更
が
な
か
っ
た
こ
と
（
六
条
⑴
）、
お
よ
び
、
管
理
人
が
、
報
告
書
作
成
者
が
十
分
な
関
連

知
識
と
経
験
を
有
し
て
い
た
と
納
得
で
き
る
こ
と
（
同
条
⑵
）
を
要
す
る
。

　

内
容
は
、
評
価
人
が
財
産
処
分
の
理
由
お
よ
び
対
価
を
合
理
的
と
認
め
る
か
否
か
、
並
び
に
評
価
の
主
な
理
由
と
、
依
拠
し
た
証

拠
の
概
要
等
の
記
載
を
要
す
る
（
七
条
）。

　

適
格
性
報
告
書
を
受
領
し
た
管
理
人
は
、「
重
大
な
処
分
」
を
行
う
場
合
、
同
報
告
書
の
写
し
を
会
社
登
記
官
と
会
社
債
権
者
に



17

イギリス倒産法におけるプレパッケージ型会社管理・再論

送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
九
条
⑵
⑸
）。
評
価
人
の
意
見
が
、
処
分
を
合
理
的
と
認
め
な
い
旨
の
内
容
で
あ
っ
て
も
、
管
理
人

は
、
報
告
書
を
送
付
す
る
際
に
、
処
分
を
行
う
理
由
を
記
載
し
た
書
面
を
付
し
た
上
で
、
処
分
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
⑶

⑷
）。

⑶　

評
価
人

　

評
価
人
は
、
関
連
知
識
と
経
験
が
、
適
格
性
報
告
書
を
作
成
す
る
た
め
に
十
分
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
個
人
で
（
一
〇
条
）、
賠

償
責
任
保
険
に
加
入
し
て
お
り
（
一
一
条
）、
会
社
の
内
部
関
係
者
で
あ
る
こ
と
や
利
益
相
反
な
ど
の
独
立
性
を
害
す
る
事
由
が
な

い
こ
と
を
要
す
る
（
一
二
条
）。
会
計
士
、
鑑
定
士
、
企
業
法
務
に
通
じ
た
弁
護
士
や
、
倒
産
処
理
実
務
家
が
適
任
と
さ
れ
る
が（

（6
（

、

公
的
な
資
格
は
必
要
と
さ
れ
て
い
な
い
。

2　

規
則
施
行
後
の
状
況

　

適
格
性
報
告
書
の
取
得
が
義
務
付
け
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
内
部
関
係
者
へ
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
す
べ
て
の
事
案
が
、

評
価
人
に
よ
る
評
価
を
経
る
こ
と
に
な
っ
た
。
規
則
所
定
の
要
件
を
充
足
す
る
者
で
あ
れ
ば
誰
で
も
評
価
人
と
な
る
こ
と
が
可
能
と

な
り
、
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
以
外
に
も
門
戸
が
開
か
れ
た
。

　

内
部
関
係
者
を
譲
受
人
と
す
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
件
数
は
、
二
〇
一
六
年
か
ら
二
〇
二
〇
年
ま
で
は
年
平
均
二
二
八
件

で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
二
〇
二
一
年
は
一
〇
六
件
、
二
〇
二
二
年
は
二
〇
一
件
で
あ
っ
た
。

　

二
〇
二
一
年
五
月
か
ら
二
〇
二
二
年
一
二
月
ま
で
の
間
、
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
に
は
一
五
〇
件
の
評
価
申
出
が
あ
っ
た
。
一
五

〇
件
中
八
件
（
五
・
三
％
）
が
否
定
的
評
価
、
一
四
二
件
（
九
四
・
七
％
）
が
肯
定
的
評
価
で
あ
っ
た
。
否
定
的
評
価
が
さ
れ
た
八
件

中
四
件
は
、
後
に
他
の
評
価
人
に
よ
る
肯
定
的
評
価
を
得
て
い
る
。
ま
た
、
肯
定
的
評
価
が
さ
れ
た
一
四
二
件
中
一
九
件
で
は
、
後
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に
評
価
対
象
の
事
業
が
破
綻
に
至
っ
て
い
る
。
対
象
事
業
の
評
価
額
は
二
万
か
ら
一
億
九
〇
〇
〇
万
ポ
ン
ド
で
あ
り
、
中
小
企
業
だ

け
で
な
く
大
企
業
に
つ
い
て
も
利
用
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
倒
産
事
件
全
体
の
統
計
で
は
建
設
業
や
小
売
業
が
比
較
的
多
い
こ
と
と

は
対
照
的
に
、
評
価
申
出
に
係
る
譲
渡
対
象
の
事
業
に
つ
い
て
、
特
定
の
業
種
へ
の
偏
り
も
見
ら
れ
な
い
。

3　

適
格
性
報
告
書
の
規
律
に
関
す
る
意
見

⑴　

肯
定
的
意
見

　

内
部
関
係
者
へ
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
の
年
平
均
件
数
が
、
二
〇
二
一
年
会
社
規
則
施
行
後
に
減
少
し
た
こ
と
は
、
適
格
性

報
告
書
の
取
得
義
務
付
け
が
、
内
部
関
係
者
へ
の
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
を
抑
制
す
る
方
向
に
作
用
し
た
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る（

（6
（

。

　

評
価
人
に
よ
る
評
価
が
義
務
付
け
ら
れ
、
自
主
規
制
措
置
で
対
象
と
さ
れ
て
い
た
事
業
譲
渡
自
体
の
合
理
性
に
加
え
、
対
価
の
合

理
性
が
評
価
対
象
に
加
え
ら
れ
た
こ
と
に
つ
き
、
あ
る
論
者
は
、
評
価
人
に
対
す
る
「
監
査
の
期
待
ギ
ャ
ッ
プ
」（audit 

expectancy gap

）、
す
な
わ
ち
評
価
に
対
す
る
社
会
か
ら
の
期
待
と
、
評
価
人
の
実
際
の
職
務
内
容
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る
も

の
と
肯
定
的
に
評
価
し
て
い
る（

（6
（

。

　

プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
に
お
い
て
評
価
人
を
経
験
し
た
者
に
よ
れ
ば
、
評
価
申
出
書
の
質
は
、
事
業
価
値
評
価
、
事
業
計
画
、
資

金
繰
り
予
測
、
存
続
可
能
性
評
価
な
ど
の
具
体
的
デ
ー
タ
に
裏
付
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
、
二
〇
二
一
年
会
社
規
則
施
行

前
に
比
べ
て
全
体
的
に
向
上
し
て
お
り
、
管
理
人
が
事
前
準
備
を
周
到
に
行
う
傾
向
が
看
取
さ
れ
る
と
す
る（

（6
（

。

⑵　

否
定
的
意
見

　

評
価
人
が
、
倒
産
処
理
実
務
家
の
よ
う
な
公
的
資
格
を
有
す
る
こ
と
は
要
件
と
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
資
質
を
欠
く
者
が
適
格
性

報
告
書
を
作
成
・
提
出
し
、
適
格
性
報
告
書
の
手
続
自
体
へ
の
信
頼
が
損
な
わ
れ
る
懸
念
が
あ
る（

（6
（

。
ま
た
、
適
格
性
報
告
書
が
財
産
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処
分
の
理
由
を
合
理
的
と
認
め
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
管
理
人
は
当
該
処
分
を
妨
げ
ら
れ
な
い
点
に
つ
い
て
は
、
処
分
の
合
理
性
の

担
保
と
い
う
適
格
性
報
告
書
の
制
度
目
的
を
骨
抜
き
に
す
る
と
の
批
判
が
あ
る（

（7
（

。

　

ま
た
、
複
数
の
適
格
性
報
告
書
の
取
得
が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら（

（7
（

、
適
格
性
報
告
書
に
お
い
て
否
定
的
評
価
を
得
た
と
し
て
も
そ

れ
を
隠
蔽
し
、
他
の
評
価
人（

（7
（

か
ら
得
た
肯
定
的
評
価
の
み
を
用
い
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
こ
れ
が
制
度
の
抜
け
道
で
あ
る
と
の
批

判
が
あ
る（

（7
（

。

4　

小　

括

　

二
〇
二
一
年
会
社
管
理
規
則
に
よ
る
適
格
性
報
告
書
の
義
務
付
け
は
、
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
に
お
い
て
、
債
権
者
集
会

の
決
議
や
裁
判
所
の
許
可
を
不
要
と
す
る
判
例
法
の
基
本
的
な
枠
組
み（

（7
（

を
維
持
し
つ
つ
、
譲
受
人
が
債
務
者
会
社
の
内
部
関
係
者
で

あ
る
事
案
に
つ
き
、
事
業
譲
渡
お
よ
び
そ
の
対
価
に
つ
い
て
中
立
的
な
評
価
人
に
よ
る
評
価
の
取
得
を
譲
受
人
に
義
務
付
け
る
こ
と

で
、
詐
害
的
な
い
し
濫
用
的
な
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
を
抑
止
し
よ
う
と
す
る
仕
組
み
と
評
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

適
格
性
報
告
書
を
作
成
す
る
評
価
人
に
つ
き
公
的
資
格
を
不
要
と
し
て
い
る
こ
と
や
、
適
格
性
報
告
書
が
譲
渡
や
対
価
に
つ
き
合

理
性
あ
り
と
認
定
し
な
か
っ
た
場
合
で
も
、
管
理
人
が
事
業
譲
渡
を
実
行
可
能
な
点
に
つ
い
て
は
批
判
が
あ
る
が
、
さ
ら
な
る
規
制

強
化
の
要
否
を
見
極
め
る
に
は
、
自
主
規
制
措
置
の
実
効
性
に
関
す
る
報
告
書
の
よ
う
に
、
施
行
後
三
年
程
度
の
状
況
を
具
体
的
に

精
査
す
る
必
要
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る（

（7
（

。

五　

お
わ
り
に

　

最
後
に
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
規
律
と
、
わ
が
国
に
お
け
る
事
業
再
生
の
手
段
と
し
て
行
わ
れ
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る
事
業
譲
渡
に
関
す
る
規
律
に
つ
い
て
、
若
干
の
比
較
を
行
う
。

　

わ
が
国
の
民
事
再
生
お
よ
び
会
社
更
生
に
お
い
て
は
、
債
務
者
が
営
業
ま
た
は
事
業
の
全
部
ま
た
は
重
要
な
一
部
を
計
画
外
で
譲

渡
す
る
場
合
、
債
権
者
か
ら
の
意
見
聴
取
等
の
手
続
を
経
た
上
で
、
裁
判
所
の
許
可
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
民
再
四
二
条
、
会

更
四
六
条
）。
許
可
の
実
体
的
要
件
で
あ
る
、「
再
生
債
務
者
の
事
業
の
再
生
の
た
め
に
必
要
で
あ
る
」
こ
と
（
民
再
四
二
条
一
項
柱
書

後
段
）
お
よ
び
「
更
生
会
社
の
事
業
の
更
生
の
た
め
に
必
要
で
あ
る
」
こ
と
（
会
更
四
六
条
二
項
後
段
）
に
つ
い
て
、
通
説（

（7
（

お
よ
び
裁

判
例（

（7
（

は
、「
必
要
性
」
す
な
わ
ち
債
務
者
の
事
業
の
再
生
の
た
め
に
当
該
譲
渡
が
必
要
で
あ
る
こ
と
、
お
よ
び
「
相
当
性
」
す
な
わ

ち
譲
受
人
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
公
正
さ
、
譲
渡
代
金
の
相
当
性
や
そ
の
支
払
の
確
実
性
の
具
備
を
要
す
る
と
解
し
て
い
る
。
よ
っ
て
、

計
画
外
事
業
譲
渡
の
適
正
は
、
許
可
申
請
に
対
す
る
裁
判
所
の
審
査
に
よ
り
担
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。

　

他
方
、
近
年
で
は
、
破
産
と
事
業
譲
渡
を
組
み
合
わ
せ
た
手
法
の
利
用
も
増
え
て
お
り
、
こ
の
手
法
で
事
業
譲
渡
が
行
わ
れ
る
時

期
は
、
❶
破
産
申
立
前
、
❷
申
立
後
開
始
前
、
❸
開
始
決
定
後
の
三
つ
の
類
型
に
分
か
れ
る
。
い
ず
れ
の
類
型
に
お
い
て
も
、
事
業

譲
渡
に
つ
い
て
①
対
価
の
相
当
性
・
経
済
的
合
理
性
、
②
譲
渡
先
の
選
定
を
含
む
ス
キ
ー
ム
の
合
理
性
・
相
当
性
、
③
譲
渡
対
象
の

合
理
性
、
④
承
継
さ
せ
る
商
取
引
債
権
の
取
引
債
権
や
弁
済
条
件
、
⑤
雇
用
契
約
承
継
の
範
囲
に
つ
き
検
討
す
べ
き
と
さ
れ
る（

（7
（

。
❷

お
よ
び
❸
の
類
型
は
、
事
業
譲
渡
は
裁
判
所
の
許
可
を
経
て
行
わ
れ
る
（
破
七
八
条
二
項
三
号
、
九
三
条
一
項
）
の
に
対
し
、
❶
の
類

型
は
、
事
業
譲
渡
は
裁
判
所
の
審
査
を
経
ず
に
行
わ
れ
る
。

　

わ
が
国
に
お
け
る
私
的
整
理
や
破
産
に
伴
う
事
業
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
の
よ

う
に
、
内
部
関
係
者
を
譲
受
人
と
す
る
濫
用
的
事
案
が
殊
更
に
問
題
視
さ
れ
る
に
は
至
っ
て
い
な
い（

（7
（

。
し
か
し
、
ス
ポ
ン
サ
ー
を
募

る
こ
と
が
難
し
い
事
案
で
は
、
債
務
者
会
社
の
社
長
の
親
族
や
幹
部
従
業
員
な
ど
の
内
部
関
係
者
が
事
業
の
譲
受
人
と
な
る
こ
と
が

少
な
く
な
い
と
見
ら
れ（

（8
（

、
事
業
譲
渡
の
適
正
は
課
題
と
し
て
存
在
す
る
。
特
に
❶
の
類
型
で
は
、
不
相
当
な
対
価
に
よ
る
事
業
譲
渡

は
後
に
否
認
権
行
使
を
受
け
る
リ
ス
ク
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
譲
受
人
が
内
部
関
係
者
か
否
か
を
問
わ
ず
、
対
価
の
相
当
性
・
経
済
的



21

イギリス倒産法におけるプレパッケージ型会社管理・再論

合
理
性
に
つ
い
て
、
公
認
会
計
士
に
よ
る
事
業
価
値
評
価
を
得
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
る（

（8
（

。

　

し
か
る
に
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
は
、
内
部
関
係
者
を
譲
受
人
と
す
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
売
却
に
つ
い

て
、
低
廉
な
費
用
（
現
在
の
費
用
は
税
別
一
六
〇
〇
ポ
ン
ド
）
で
、
早
期
（
申
請
後
四
八
時
間
（
休
日
は
除
く
）
以
内
）
に
中
立
的
専
門

家
に
よ
る
評
価
を
提
供
し
て
い
る（

（8
（

。
わ
が
国
の
、
特
に
中
小
企
業
の
事
業
再
生
に
お
け
る
適
正
な
Ｍ
＆
Ａ
の
促
進
を
図
る
上
で
、
同

様
の
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る
と
す
れ
ば
魅
力
的
で
あ
る
。
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
は
、
自
主
規
制
措
置
の
時
代
か
ら
政
府
や
専
門

職
団
体
か
ら
独
立
し
て
業
務
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の
組
織
体
制
、
運
営
方
法
お
よ
び
経
済
的
基
盤
等
に
つ
い
て
、
実
態
を
よ
り
深

く
掘
り
下
げ
る
こ
と
は
、
わ
が
国
に
と
っ
て
参
考
に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
筆
者
の
今
後
の
研
究
課
題
と
し
た
い
。

（
1
）　Insolvency A

ct 1986, 1986 c. 45.

（
2
）　

近
時
の
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
事
業
再
生
手
続
の
全
体
像
に
関
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
中
島
弘
雅
「
近
時
の
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
事

業
再
生
ス
キ
ー
ム
の
概
要
」
債
管
一
五
七
号
六
九
頁
（
二
〇
一
七
年
）、
ジ
ェ
ニ
フ
ァ
ー
・
ペ
イ
ン
／
藤
本
利
一
訳
「
イ
ギ
リ
ス
の
事
業

再
生
手
続
の
こ
れ
か
ら
」
債
管
一
五
七
号
七
九
頁
（
二
〇
一
七
年
）、
中
島
弘
雅
「
イ
ギ
リ
ス
の
事
業
再
生
とReceivership

の
果
た
し

た
役
割
」
専
修
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ナ
ル
一
六
号
九
一
頁
（
二
〇
二
〇
年
）、
長
島
・
大
野
・
常
松
法
律
事
務
所
「
英
独
仏
韓
に
お
け
る
多
数
決

原
理
に
基
づ
く
倒
産
前
手
続
（
私
的
整
理
手
続
）
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」
令
和
三
年
度
産
業
経
済
研
究
委
託
事
業
（
事
業
再
生
の
円
滑

化
に
関
す
る
調
査
等
）（
二
〇
二
二
年
）。

（
3
）　Sm
all Business, Enterprises and Em

ploym
ent A

ct 2015, 2012 c. 26.

（
4
）　Id. sec. 129.

（
5
）　Corporate Insolvency and Governance A

ct 2020, 2020 c. 12.

（
6
）　

Ｃ
Ｉ
Ｇ
Ａ
の
概
要
に
関
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
芦
田
淳
「
イ
ギ
リ
ス　

企
業
倒
産
及
び
ガ
バ
ナ
ン
ス
法
の
制
定
：
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
流
行
下
で
の
倒
産
の
抑
制
等
」
外
国
の
立
法
（
国
立
国
会
図
書
館　

調
査
及
び
立
法
考
査
局
）
二
八
五
―
二
号
二
頁
（
二

〇
二
〇
年
）。
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（
7
）　GO

V
.U

K
. 29‌ June 2020, “M

ajor changes to insolvency law
 com

e into force.” ［available at: https://w
w

w
.gov.uk/

governm
ent/new

s/m
ajor-changes-toinsolvency-law

-com
e-into-force

］ （A
ll cited U

RLs in this article are last visited 
M

ay 6, 2024

）

（
8
）　

Ｒ
Ｐ
の
立
法
の
経
緯
や
施
行
後
の
状
況
に
つ
い
て
詳
論
し
た
邦
語
文
献
と
し
て
、
上
江
洲
純
子
「
イ
ギ
リ
ス
の
「
会
社
再
編
計
画
」

（Restructuring Plan

）
に
み
る
裁
判
所
の
役
割
―
そ
の
成
立
過
程
を
中
心
に
」
中
島
弘
雅
先
生
古
稀
祝
賀
論
文
集
『
民
事
手
続
法
と

民
商
法
の
現
代
的
潮
流
』
五
八
一
頁
（
弘
文
堂
、
二
〇
二
四
年
）。

（
9
）　CIGA

 sec. 8.

（
10
）　

本
稿
に
お
い
て
「
イ
ギ
リ
ス
」
は
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
お
よ
び
ウ
ェ
ー
ル
ズ
を
対
象
と
す
る
。

（
11
）　

拙
稿
「
イ
ギ
リ
ス
倒
産
法
に
お
け
る
プ
レ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
会
社
管
理
（
一
）（
二
・
完
）」
法
研
九
三
巻
八
号
三
一
頁
、
同
九
号
五
一

頁
（
二
〇
二
〇
年
）。

（
12
）　T

he Insolvency Service, A
 Review

 of the Corporate Insolvency Fram
ew

ork: A
 Consultation on O

ptions for 
Reform

 

（M
ay 2016

）. ［https://assets.publishing.service.gov.uk/m
edia/5a816394ed915d74e33fdef9/A

_Review
_of_

the_Corporate_Insolvency_Fram
ew

ork.pdf

］

（
13
）　

イ
ギ
リ
ス
法
に
お
い
て
は
、
あ
る
組
の
債
権
者
が
可
決
要
件
で
あ
る
多
数
の
同
意
を
得
た
場
合
に
、
同
じ
組
の
同
意
し
な
い
債
権
者

を
拘
束
で
き
る
こ
と
を
「
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
」
と
称
し
て
い
た
が
、
少
な
く
と
も
一
つ
の
組
の
賛
成
が
あ
る
場
合
に
、
反
対
す
る
組
に
計
画

の
効
力
を
及
ぼ
す
こ
と
は
「
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
」
の
概
念
に
は
含
ま
れ
て
い
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
諮
問
に
係
る
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
は
「
ク

ロ
ス
ク
ラ
ス
・
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
」（cross-class cram

 dow
n

）
の
語
を
用
い
て
区
別
し
て
い
る
。
本
稿
に
お
い
て
「
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
」

は
、「
ク
ロ
ス
ク
ラ
ス
・
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
」
を
指
す
も
の
と
す
る
。

（
14
）　Insolvency Service, supra note 12, at 36.

（
15
）　

二
〇
二
三
年
二
月
に
ビ
ジ
ネ
ス
・
通
商
省
（D

BT
: D

epartm
ent for Business and T

rade

）、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
安
全
保
障
・
ネ

ッ
ト
ゼ
ロ
省
（D

ESN
Z: D

epartm
ent for Energy Security and N

et Zero

）、
科
学
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
技
術
省
（D

SIT
: 

D
epartm

ent for Science, Innovation and T
echnology

）
に
分
割
再
編
さ
れ
た
。

（
16
）　Insolvency and Corporate Governance: Governm

ent Response 
（2022

）. ［https://assets.publishing.service.gov.
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uk/m
edia/5b826986e5274a4a77e83ebd/ICG_-_Governm

ent_response_doc_-_24_A
ug_clean_version__w

ith_M
inister_

s_photo_and_signature__A
C.pdf

］

（
17
）　Id. paras 5.122-5.125.

（
18
）　Com

panies A
ct 2006, 2006 c. 46.

（
19
）　

Ｓ
Ａ
に
関
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
中
島
弘
雅
「
イ
ギ
リ
ス
の
事
業
再
生
手
法
と
し
て
の
『
会
社
整
理
計
画
』」
伊
藤
眞
古
稀
記
念

『
民
事
手
続
の
現
代
的
使
命
』
九
四
七
頁
（
有
斐
閣
、
二
〇
一
五
年
）、
飯
田
秀
総
「
90
％
ル
ー
ル
の
克
服
に
む
け
て
―
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ア

ウ
ト
手
法
と
し
て
の
ス
キ
ー
ム
・
オ
ブ
・
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
の
比
較
法
研
究
―
」
岸
田
雅
雄
古
稀
記
念
『
現
代
商
事
法
の
諸
問
題
』
一
頁

（
成
文
堂
、
二
〇
一
六
年
）、
熊
代
拓
馬
「
英
国
保
険
会
社
の
再
建
手
段
と
し
て
のSchem

e of A
rrangem

ent

の
利
用
」
生
命
保
険
論

集
二
一
三
号
三
二
九
頁
（
二
〇
二
〇
年
）、
中
島
・
前
掲
注（
2
）専
修
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ナ
ル
一
六
号
一
一
〇
頁
。

（
20
）　

た
だ
し
、
会
社
管
理
手
続
（adm

inistration

）
の
下
で
管
理
人
（adm

inistrator

）
が
債
権
者
の
権
利
を
変
更
す
る
手
続
と
し
て

Ｓ
Ａ
を
用
い
る
よ
う
な
事
案
や
、
清
算
手
続
（w

inding-up

）
の
中
で
清
算
人
（liquidator

）
が
Ｓ
Ａ
を
用
い
て
清
算
配
当
を
実
施
し

よ
う
と
す
る
事
案
で
は
、
管
財
機
関
で
あ
る
管
理
人
や
清
算
人
が
Ｓ
Ａ
に
関
与
す
る
こ
と
に
な
る
。See, Jennifer Payne, “Schem

es 
of A

rrangem
ent: T

heory, Structure and O
peration”, 292-29 3 

（2nd ed. 2021

）;

長
島
・
大
野
・
常
松
法
律
事
務
所
「
英
独
仏

韓
に
お
け
る
多
数
決
原
理
に
基
づ
く
倒
産
前
手
続
（
私
的
整
理
手
続
）
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」（
令
和
三
年
度
産
業
経
済
研
究
委
託
事

業
（
事
業
再
生
の
円
滑
化
に
関
す
る
調
査
等
））
一
九
頁
（
二
〇
二
二
年
）。

（
21
）　

倒
産
法
は
、
登
録
会
社
（registered com

panies
）
だ
け
で
な
く
、
非
登
録
会
社
（unregistered com

panies

）
に
も
清
算
能

力
を
認
め
て
い
る
（
同
法
二
二
一
条
）。

（
22
）　

株
主
や
債
権
者
が
債
務
者
会
社
の
意
向
に
反
し
て
申
立
て
を
行
う
こ
と
は
可
能
だ
が
、
判
例
は
会
社
の
同
意
が
得
ら
れ
る
可
能
性
が

な
い
場
合
に
は
集
会
の
開
催
を
承
認
し
な
い
と
し
て
い
る
こ
と
（Re Savoy H

otel 

［1981

］ Ch 351, 366

）、
お
よ
び
、
和
解
ま
た
は

整
理
案
の
説
明
文
書
に
は
、
債
務
者
し
か
有
し
な
い
情
報
を
記
載
す
る
こ
と
が
多
い
た
め
、
現
実
的
に
は
困
難
で
あ
る
（Payne, supra 

note 20, at 33-34

、
長
島
・
大
野
・
常
松
・
前
掲
注（
20
）一
七
頁
）。

（
23
）　Re V

irgin A
tlantic A

irw
ays Ltd ［2020

］ EW
H

C 2191 （Ch

） paras 37-39.

（
24
）　Re D

eepO
cean 1‌ U

K
 Ltd ［2020

］ EW
H

C 3549 （Ch

）.
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（
25
）　

た
だ
し
、
倒
産
法Part A

1

に
よ
る
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
が
先
行
し
て
利
用
さ
れ
、
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
の
終
了
か
ら
一
二
週
間
以
内
に
Ｓ

Ａ
ま
た
は
Ｒ
Ｐ
を
申
し
立
て
た
場
合
に
は
、
先
行
す
る
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
の
対
象
債
権
（m

oratorium
 debt

）、
お
よ
び
対
象
と
な
ら
な

い
優
先
債
権
（priority pre-m

oratorium
 debt

）
に
つ
い
て
は
、
Ｓ
Ａ
お
よ
び
Ｒ
Ｐ
の
対
象
債
権
か
ら
の
除
外
が
法
定
さ
れ
て
い
る

（
会
社
法
八
九
九
Ａ
条
、
九
〇
一
Ｈ
条
）。

（
26
）　Payne, supra note 20, at 40-41.

（
27
）　Re Sm

ile T
elecom

s H
oldings Ltd, ［2022

］ EW
H

C 387 （Ch

）.

（
28
）　

当
該
事
案
に
つ
い
て
は
、
真
正
な
経
済
的
利
益
を
有
す
る
債
権
者
は
最
上
位
の
組
（
ス
ー
パ
ー
・
シ
ニ
ア
・
レ
ン
ダ
ー
）
の
み
と
認

定
し
、
後
順
位
債
権
者
と
株
主
の
両
方
が
会
社
に
対
し
て
経
済
的
利
益
を
有
し
て
お
ら
ず
、
議
決
権
行
使
か
ら
は
除
外
さ
れ
る
が
、
和
解

の
対
象
と
な
り
得
る
旨
を
判
断
し
た
。

（
29
）　Law

 Com
m

ission, Interm
ediated Securities: Sum

m
ary of responses to call for evidence, paras 3.14-3.30 （2021

）. 

［available at https://law
com

.gov.uk/docum
ent/interm

ediated-securities-call-for-evidence/

］

（
30
）　Payne, supra note 20, at 72-84.

（
31
）　Re V

irgin A
tlantic A

irw
ays Ltd, para 23.

（
32
）　Re D

eepO
cean 1‌ U

K
 Ltd ［2021

］ EW
H

C 138 （Ch

）.

（
33
）　Re H

urricane Energy ［2021

］ B.C.C. 989 para 74.

（
34
）　See, T

he Explanatory N
otes to the Corporate Insolvency and Governance A

ct 2020 

（w
hich inserted Part 26A

 
into the Com

panies A
ct 2006

） para 15; A
li Shalchi, Corporate Insolvency and Governance A

ct 2020, p 2�3 

（H
ouse 

of Com
m

ons Library Research Briefing

） （2002
）.

（
35
）　

ア
メ
リ
カ
連
邦
倒
産
法
の
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
と
は
異
な
り
、
絶
対
優
先
原
則
が
採
用
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
注
意
を
要
す
る
。

（
36
）　Re V

irgin A
ctive H

oldings Ltd 

［2021

］ EW
H

C 1246 
（Ch

） paras 217-224; E D
 &

 F M
an H

oldings Ltd, Re 

［2022

］ EW
H

C 687 （Ch

） para 58; A
GPS Bondco Plc, Re ［2023

］ EW
H

C 916 （Ch

） paras 65-88.

（
37
）　Insolvency Service, Com

m
entary - M

onthly Insolvency Statistics M
arch 2024, table 1a. 

［https://w
w

w
.gov.uk/

governm
ent/statistics/com

pany-insolvency-statistics-m
arch-2024

］



25

イギリス倒産法におけるプレパッケージ型会社管理・再論

（
38
）　Re D

eep O
cean I U

K
 Ltd ［2021

］ EW
H

C 138 （Ch

）.
（
39
）　E

.g., Re V
irgin A

ctive H
oldings Ltd ［2021

］ EW
H

C 1246 （Ch

）; Re H
oust Ltd ［2022

］ EW
H

C 1765 （Ch

）.
（
40
）　E

.g., Re H
urricane Energy PLC, 

［2021

］ EW
H

C 1759 

（Ch

）; Re T
he Great A

nnual Savings Com
pany 

［2023

］ 
EW

H
C 1141 （Ch

）.

（
41
）　Re N

asm
yth Group Ltd 

［2023

］ EW
H

C 988 

（Ch

）
は
、
Ｈ
Ｒ
Ｍ
Ｃ
を
債
権
者
と
す
る
公
債
権
の
組
に
対
す
る
ク
ラ
ム
ダ
ウ

ン
に
つ
い
て
、
法
定
要
件
の
充
足
を
認
め
つ
つ
公
債
権
徴
収
の
重
要
性
等
を
考
慮
し
、
裁
量
に
よ
り
認
め
な
か
っ
た
。
し
か
し
他
方
で
、

前
掲
注（
39
）のRe H

oust Ltd

は
、
公
債
権
に
対
す
る
ク
ラ
ム
ダ
ウ
ン
を
認
め
て
い
る
。

（
42
）　See, infra note 43, at paras 2.6-2.7.

（
43
）　Post Im

plem
entation Review

 Corporate Insolvency and Governance A
ct 2020. 

［https://w
w

w
.legislation.gov.

uk/ukia/202 3/69/pdfs/ukia_20230069_en.pdf

］

（
44
）　Id. paras 3.19, 3.21 and 3.22.

（
45
）　Id. para 3.20.

（
46
）　Id. para 4.17.

（
47
）　Id. para 6.8.

（
48
）　Id. para 6.9.

（
49
）　Id. para 6.10.

（
50
）　

上
江
洲
・
前
掲
注（
8
）五
九
九
頁
。

（
51
）　Insolvency Service, supra note 37.

（
52
）　Payne, supra note 20, at 328.

（
53
）　

拙
稿
・
前
掲
注（
11
）法
研
九
三
巻
八
号
四
八
頁
。

（
54
）　

詳
細
に
つ
き
、
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）法
研
九
三
巻
九
号
五
四
頁
。

（
55
）　Insolvency Service, Pre-pack Sales in A

dm
inistration Report 

（2020

）. ［https://w
w

w
.gov.uk/governm

ent/
publications/pre-pack-sales-in-adm

inistration/pre-pack-sales-in-adm
inistration-report

］
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（
56
）　Id. para 7.

（
57
）　SIP16 paras 13-14. 

［https://insolvency-practitioners.org.uk/uploads/docum
ents/f30389ce35ed923c06b2879fecd

b616a.pdf

］

（
58
）　

二
〇
一
五
年
一
一
月
か
ら
二
〇
二
一
年
四
月
ま
で
の
間
に
、
プ
レ
パ
ッ
ク
・
プ
ー
ル
に
評
価
申
出
が
さ
れ
た
件
数
は
一
六
八
件 

で
あ
り
、
適
格
を
有
す
る
事
件
の
約
一
二
％
程
度
で
あ
っ
た
。See, Stuart H

opew
ell, Connected Persons A

dm
inistration 

Regulations 2 ‌ years on: A
n Evaluators Perspective.

（A
 presentation for Forw

ard T
hinking 2023: A

 research and 
technical conference presented by the Insolvency Service

） ［https://drive.google.com
/file/d/1f_E5bh1dT

5O
unU

_
GdH

P1SCcEPvV
7 5tZk/view

］

（
59
）　SIP16, appendix.

（
60
）　T

he A
dm

inistration （Restrictions on D
isposaletc. to Connected Persons

） Regulations 2021.

（
61
）　Insolvency Service, G

uidance: R
equirem

ents for independent scrutiny of the disposal of assets in 
adm

inistration, including pre-pack sale 

（2021

）, sec. 4. 

［https://w
w

w
.gov.uk/governm

ent/publications/
requirem

ents-for-independent-scrutiny-of-the-disposal-of-assets-in-adm
inistration-including-pre-pack-sales/

requirem
ents-for-independent-scrutiny-of-the-disposal-of-assets-in-adm

inistration-including-pre-pack-sales

］

（
62
）　
「
影
の
取
締
役
」
は
、
会
社
の
取
締
役
が
そ
の
者
の
指
示
や
指
揮
に
従
っ
て
行
動
す
る
こ
と
を
常
と
す
る
者
（
会
社
法
二
五
一
条
⑴
）

で
あ
る
が
、
そ
の
者
の
専
門
職
上
の
資
格
に
お
い
て
与
え
る
助
言
に
従
っ
て
行
為
す
る
こ
と
の
み
を
理
由
と
す
る
だ
け
で
は
、
こ
れ
に
該

当
し
な
い
（
同
条
⑵
）。

（
63
）　

あ
る
者
ま
た
は
そ
の
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
が
支
配
す
る
複
数
の
会
社
も
、
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
の
関
係
に
あ
る
（
倒
産
法
四
三
五
条
⑹
）。
こ

の
「
支
配
」
に
は
、
会
社
ま
た
は
当
該
会
社
を
支
配
す
る
会
社
の
三
分
の
一
以
上
の
議
決
権
を
有
す
る
者
が
含
ま
れ
る
（
同
条
⑽
）。

（
64
）　Insolvency Service, supra note 61, at sec. 5.

（
65
）　Insolvency Service, supra note 61, at sec. 7.

（
66
）　H

opew
ell, supra note 58.

（
67
）　Bolanle A

debola, T
ransform

ing Perceptions: T
he D

evelopm
ent of Pre-pack Regulations in England and W

ales, 
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O
xford Journal of Legal Studies 2023, V

ol. 43, N
o. 1, 150, 173 （2023

）.
（
68
）　H

opew
ell, supra note 58.

（
69
）　A

dam
 Plainer et. al., Legislative D

evelopm
ents: T

he N
ew

 Pre-Pack Regulations, Jacqueline Ingram
 &

 Ryan 
C

attle 
（eds.

）, T
he A

rt of the Pre-Pack 

（2nd ed.

） （Law
 B

usiness R
esearch Ltd, 2022

） ［https://
globalrestructuringreview

.com
/guide/the-art-of-the-pre-pack/edition-2/article/legislative-developm

ents-the-new
-

pre-pack-regulations

］; A
debola, supra note 67‌ at 174.

（
70
）　A

debola, supra note 67, at 173.

（
71
）　Insolvency Service, supra note 61, at sec. 8.

（
72
）　

会
社
管
理
規
則
施
行
後
、
評
価
人
の
候
補
に
名
乗
り
を
上
げ
た
者
は
二
〇
以
上
と
さ
れ
る
。See, H

opew
ell, supra note 58.

（
73
）　Plainer, supra note 69.

（
74
）　

詳
細
に
つ
き
、
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）法
研
九
三
巻
八
号
四
四
な
い
し
四
八
頁
。

（
75
）　A

debola, supra note 67, at 173-175.

（
76
）　

民
事
再
生
に
つ
き
、
才
口
千
晴
＝
伊
藤
眞
監
修
『
新
版
注
釈
民
事
再
生
法
（
上
）』
二
六
頁
〔
三
森
仁
〕（
金
融
財
政
事
情
研
究
会
、

二
〇
一
〇
年
）、
園
尾
隆
司
＝
小
林
秀
之
編
『
条
解
民
事
再
生
法
〔
第
三
版
〕』
二
三
〇
頁
〔
松
下
淳
一
〕（
弘
文
堂
、
二
〇
一
三
年
）。
会

社
更
生
に
つ
き
、
深
山
卓
也
『
一
問
一
答
会
社
更
生
法
』
八
〇
頁
（
商
事
法
務
、
二
〇
〇
四
年
）。

（
77
）　

東
京
高
決
平
成
一
六
年
六
月
一
七
日
金
法
一
七
一
九
号
五
一
頁
（〔
日
本
コ
ー
リ
ン
事
件
〕）。
こ
の
決
定
は
、
民
再
四
三
条
一
項
に

よ
る
代
替
許
可
に
対
す
る
即
時
抗
告
審
の
決
定
で
あ
り
、
民
再
四
二
条
一
項
の
解
釈
は
傍
論
的
に
述
べ
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

（
78
）　

日
本
弁
護
士
連
合
会
倒
産
法
制
等
検
討
委
員
会
「
中
小
企
業
の
事
業
再
生
・
廃
業
の
手
続
選
択
と
留
意
点
（
下
）
―
準
則
型
私
的
整

理
と
「
事
業
譲
渡
＋
破
産
」
事
案
の
検
討
を
中
心
と
し
て
―
」
金
法
二
二
〇
二
号
一
六
頁
（
二
〇
二
三
年
）。

（
79
）　

わ
が
国
で
は
、
濫
用
的
会
社
分
割
に
つ
い
て
活
発
に
議
論
が
さ
れ
て
い
た
が
、
最
二
小
判
平
成
二
四
年
一
〇
月
一
二
日
民
集
六
六
巻

一
〇
号
三
三
一
一
頁
に
よ
り
詐
害
行
為
取
消
権
の
対
象
と
な
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
、
ま
た
平
成
二
六
年
会
社
法
改
正
に
よ
り
、
会
社
分
割

に
お
け
る
残
存
債
権
者
か
ら
承
継
会
社
等
に
対
す
る
直
接
履
行
請
求
権
が
創
設
さ
れ
る
（
会
社
七
五
九
条
四
項
、
七
六
四
条
四
項
）
な
ど
、

残
存
債
権
者
救
済
の
道
筋
は
つ
け
ら
れ
て
い
る
。
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（
80
）　

野
村
剛
司
「
破
産
事
案
に
お
け
る
事
業
譲
渡
の
活
用
」
債
管
一
七
三
号
一
六
八
頁
（
二
〇
二
一
年
）
は
、
経
済
的
合
理
性
が
必
ず
し

も
見
込
め
な
い
事
案
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
よ
う
な
内
部
関
係
者
が
譲
受
人
と
な
る
こ
と
で
事
業
が
承
継
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
を
指
摘
す
る
。

（
81
）　

拙
稿
「
事
業
譲
渡
に
よ
る
事
業
再
生
―
「
計
画
外
」
か
ら
「
再
建
型
手
続
外
」
へ
」
論
ジ
ュ
リ
三
五
号
一
二
四
頁
（
二
〇
二
〇
年
）、

日
弁
連
倒
産
法
制
等
検
討
委
員
会
・
前
掲
注（
78
）二
二
頁
。

（
82
）　See, the w

ebsite of Pre Pack Pool. ［https://w
w

w
.prepackpool.co.uk/hom

e

］


